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１．平成23年8月期の業績（平成22年9月1日～平成23年8月31日） 
（１）経営成績                                                            （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年 8月期 5,664 91.8 961 538.7 951 624.0 549 162.4

22年 8月期 2,953 24.9 150 91.5 131 144.9 209 123.2
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

自己資本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

23年 8月期 117.53 － 53.4 47.2 17.0
22年 8月期 13,439.39 － 32.3 9.2 5.1

（参考）持分法投資損益    23年 8月期   －百万円  22年 8月期   －百万円 

（注）平成23年4月21日付で、1：300の株式分割を行っております。そのため平成22年8月期の1株当たり当期純利益につ

いては、当該株式分割前の数値で記載しております。 
 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

23年 8月期 2,519 1,305 51.8 278.83
22年 8月期 1,506 753 50.0 48,347.65

（参考）自己資本       23年 8月期 1,305百万円  22年 8月期 753百万円 

（注）平成23年4月21日付で、1：300の株式分割を行っております。そのため平成22年8月期の1株当たり純資産について

は、当該株式分割前の数値で記載しております。 
 
（３）キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

23年 8月期 471 △84 △89 721
22年 8月期 △85 △159 △71 424
 
２．配当の状況 

年間配当金 
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計

配当金総額 
（合計） 

配当性向 
純資産 
配当率 

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

23年 8月期 － 0 00 － 0 00 0 00 0 － －
22年 8月期  － 0 00 － 0 00 0 00   0 － －

24年 8月期(予想) － － － － －    － 

（注）平成24年8月期の配当予想は未定です。 
 
３．平成24年8月期の業績予想（平成23年9月1日～平成24年8月31日）  
第2四半期累計期間及び通期の業績予想に代えて、翌四半期の業績予想を開示させていただきます。翌第1四半期
の業績予想につきましては3枚目をご覧ください。 



 

 

 
４．その他  
（１）重要な会計方針の変更 
① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有・無 
② ①以外の変更 ：有・無 

 
 
（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年8月期 4,680,900株 22年8月期 15,595株

② 期末自己株式数 23年8月期 －株 22年8月期 －株

③ 期中平均株式数 23年8月期 4,679,749株 22年8月期 15,595株

 
 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基

づく財務諸表に対する監査手続は終了しておりません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（1）業績予想に関して 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一

定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等

については、2ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析（次期の見通し）」をご覧ください。 
 
（2）配当予想金額に関して 

平成 24 年 8 月期の配当予想に関しましては、当社は業績連動型の配当を実施することを基本方針としているため、通期の

業績予想について開示が可能となった時点で配当予想額についても速やかに開示いたします。 

 

（3）株式の分割について 

当社は平成23年4月21日付で普通株式1株につき300株の割合で株式分割しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

平成24年8月期の業績予想（平成23年9月１日～平成23年11月30日） 
（％表示は前年同四半期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

第1四半期 2,917 － 710 － 710 － 419 －

当社は 2 ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析（次期の見通し）」に記載のとおり、翌四半期の業績予想を開示しており

ます。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度における我が国経済は、政府による各種の景気浮揚策により、企業業績については改善の動きが見ら

れました。しかしながら、完全失業率が高水準で推移する等、雇用環境は依然として厳しい状況が続きました。 

 加えて、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響や、その後の電力供給に対する計画停電実施等の影響

により、企業業績並びに個人消費は急速に落ち込み、昨年来の政府による各種景気浮揚策等によって改善の動きが

見られた国内景気が、再び低迷する可能性が高まりました。 

当社を取り巻く事業環境としましては、主力事業であるソーシャルゲームの国内における市場規模が、2011年度

には1,000億円を超える市場規模に達するものと予想されております（出所：矢野経済研究所「急成長するソーシ

ャルゲームの市場動向と将来性分析」）。 

特に、Mobage（運営：㈱ディー・エヌ・エー（東証１部））、GREE（運営：グリー㈱（東証１部））、mixi(運

営：㈱ミクシィ（東証マザーズ）)の国内大手SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）プラットフォーム

に加え、Yahoo!Mobage（運営：ヤフー㈱（JASDAQスタンダード）、㈱ディー・エヌ・エー（東証１部））や

Facebook（運営：Facebook,Inc.）がユーザー数を急激に増加させるなど、ソーシャルゲーム市場は、今後もます

ます活況を呈してゆくものと想定しております。 

 このような事業環境の中で、当社におきましては、引き続きソーシャルアプリの企画・開発を中心とした「ソー

シャル事業」を事業の核として、大手コンテンツプロバイダーの受託開発を中心とした「SI事業」、ホスティング

サービスとライセンスサービスを合わせた「クラウド＆ライセンス事業」の３つの事業領域を中心に活動してまい

りました。 

 この結果、当事業年度の業績は、売上高 千円、営業利益 千円、経常利益 千円、当期純

利益 千円となりました。 

  

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。  

①ソーシャル事業 

 ソーシャル事業におきましては、当期において新規に「トイボットファイターズ」、「私が店長アパレルショ

ップ」、「恋して彼氏」、「真・戦国バスター」、「三国志バスター～カード大戦～」、「恋してキャバ嬢

GP」、「キャプテン翼～つくろうドリームチーム～モバイル」の７タイトルをMobageに、「キャプテン翼～つく

ろうドリームチーム～(PC)」をYahoo!Mobage及びニコニコアプリに、「恋してキャバ嬢＋（プラス）」、「戦国

バスター」の２タイトルをニコニコアプリに投入いたしました。中でも、「真・戦国バスター」はモバイル版に

おいて、「キャプテン翼～つくろうドリームチーム～(PC)」はPC版において、当社のソーシャルゲームにおける

過去最高の売上高を記録いたしました。これらの新規タイトルに加え、既存タイトルの売上高も引き続き好調に

推移し、ソーシャル事業全体の収益に貢献いたしました。 

 この結果、当事業年度の売上高3,566,800千円、セグメント利益は1,380,955千円となりました。 

  

②SI事業 

 SI事業におきましては、平成23年５月度に当社の受託案件として初めてAndroid版のサービスをリリースいた

しました。また、個別案件としましては、当事業年度において受注を獲得した新規顧客の大型スマートフォン向

けシステムの開発、スマートフォン版モバイルファンクラブ構築パッケージ「Artist-Box」の提供開始、大手芸

能事務所との間で、芸能事務所所属メンバーのモバイルファンクラブサイト運営に関する協業開始等、スマート

フォンに関連する案件を中心に事業を展開してまいりました。 

 この結果、当事業年度の売上高は1,249,277千円、セグメント利益は517,052千円となりました。 

  

③クラウド＆ライセンス事業  

 クラウド＆ライセンス事業におきましては、ライセンスサービスについては、東日本大震災発生直後において

十分な営業活動が展開できなかったことにより、新規顧客の獲得ができず、売上が伸び悩みました。 

また、ホスティングサービスについては、平成21年11月に提供を開始した、ソーシャルアプリプロバイダー向

けに独自の高負荷分散型サーバホスティングとインフラ構築・コンサルティングまでをパッケージにした「DSAS 

Hosting For Social」が業績に貢献いたしました。 

 この結果、当事業年度の売上高は844,836千円、セグメント利益は381,313千円となりました。 

  

④その他 

 その他の事業として、モバイル広告の販売代理等を実施しております。 

 この結果、当事業年度の売上高は4,027千円、セグメント損失は292千円となりました。 

  

１．経営成績

5,664,942 961,717 951,149

549,989
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（次期の見通し） 

 平成24年８月期につきましては、引き続き、市場規模が拡大していくと予想されるソーシャル事業に注力してま

いります。特に、国内におきましては、ユーザーあたりの課金額や課金率が高く、高い収益性が見込まれるジャン

ルのゲームに新作タイトルを集中することにより収益の最大化を目指すとともに、海外に向けての対応としまして

は、海外専任部隊の組織化や、スマートフォンアプリの提供等を行ってまいります。 

 なお、平成24年８月期の業績見通しにつきましては、当社の主要事業であるソーシャルゲーム関連市場は、引き

続き、急速に成長しており、今後の市場規模を予測することが難しく、また、当社といたしましても継続的に成長

するために変化の激しい市場に合わせ、臨機応変に対応する必要があり、さまざまな不確実性に収益が大きく左右

されることから、信頼性の高い通期及び半期での業績予想の算出が困難なため、当社では四半期毎に翌四半期の業

績予想を公表させていただきます。 

  

平成24年8月期 第1四半期業績見通し（平成23年9月1日～平成23年11月30日） 

 売上高   2,917百万円 

 営業利益   710百万円 

 経常利益   710百万円 

 当期利益   419百万円 

  

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産）  

 当事業年度末における資産合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、1,012,267千円の増加となりまし

た。 

 流動資産合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、945,541千円の増加となりました。これは主に、現

金及び預金、売掛金の増加の結果によるものであります。 

 固定資産合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、66,725千円の増加となりました。これは主に、無形

固定資産の増加、有形固定資産、敷金及び保証金の減少の結果によるものであります。 

   

（負債） 

 当事業年度末における負債合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、461,078千円の増加となりまし

た。 

 流動負債合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、381,747千円の増加となりました。これは主に、未

払法人税等、1年内返済予定の長期借入金の増加、短期借入金の減少によるものであります。 

 固定負債合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、79,330千円の増加となりました。これは主に、長期

借入金の増加によるものであります。 

  

（純資産）  

 当事業年度末における純資産合計は 千円となり、前事業年度末に比べ、551,189千円の増加となりまし

た。これは主に、当期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前事業年度末と比べ 千円増加

し、 千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果獲得した資金は 千円（前事業年度は 千円の支出）となりました。これは主に、税

引前当期純利益の計上 千円による資金の増加、売上債権の増加額 千円による資金の減少によるもの

であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は 千円（前事業年度比 千円支出の減少）となりました。これは主に、

無形固定資産の取得による支出 千円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

2,519,166

2,113,411

405,755

1,213,995

1,084,396

129,598

1,305,170

296,427

721,316

471,295 85,596

939,807 623,501

84,946 74,241

90,991
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 財務活動の結果支出した資金は 千円（前事業年度比 千円支出の増加）となりました。これは主に、

短期借入金の返済による支出 千円、短期借入れによる収入 千円、長期借入れによる収入 、

社債の償還による支出 千円によるものであります。 

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

注１．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

３．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。 

  

89,920 18,221

500,000 300,000 200,000

66,000

  平成22年８月期 平成23年８月期

自己資本比率（％） 50.0 51.8 

時価ベースの自己資本比率（％） － － 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － 0.49 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 106.1 
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(1）会社の経営の基本方針 

当社は下記の3つのビジョンを基本として事業を進めてまいります。 

① IT業界で、一番ワクワクでき、一番成長し、一番利益を出す会社 

② 社会にインパクトを与える新しいビジネス、サービス、技術を創造し続ける会社 

③ 利益を新規事業と研究開発に再投資することにより、新陳代謝し続け、成長し続ける会社  

  

(2）目標とする経営指標 

当社が重視している経営指標は、売上高及び営業利益であります。売上高及び営業利益を継続的に成長させるこ

とにより、企業価値の向上を実現してまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社では、創業以来モバイルにおける受託開発及び運用による収益と企業向けモバイル関連製品・サービスを中

心として、業界主要プレイヤー各社に対し高付加価値サービスを提供し続けてきましたが、当期からは新たな事業

領域としてソーシャル事業に重点を置いております。 

平成21年８月のmixiを皮切りとして、Mobage、GREEの国内主要SNSプラットフォーマーのオープン化により、ソ

ーシャルアプリの市場が急成長を遂げております。株式会社矢野経済研究所の調査（平成22年６月公表）による

と、平成20年度は45億円であった市場が平成21年度には337億円となり、平成22年度には747億円、平成23年度には

1,000億円を超える規模にまで急拡大するものと予想されております。 

 このような環境の中で、当社といたしましては、最重要分野として、急激な市場拡大が見込まれるソーシャル事

業に経営資源を集中させ、収益の拡大を図ってまいります。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

① ソーシャル事業 

Ａ．スマートフォンへの対応 

 近年、スマートフォンの市場は拡大傾向にあり、その出荷台数は平成22年度の855万台から平成23年度には

1,986万台、平成24年度には2,367万台に達するものと予想されております（2011年株式会社MM総研調べ。）。

そのため、ソーシャル事業において拡大するスマートフォンへ迅速に対応することが重要な課題であると考え

ております。 

 当社のソーシャルゲームは、現在のところ主にPC及びフィーチャーフォンに対してサービスの提供を行って

おり、スマートフォンに対するサービスの提供も始めましたが、月額有料課金方式によるフィーチャーフォン

のコンテンツ市場が縮小傾向にあることやこのように拡大するスマートフォンの市場動向を鑑み、今後は今ま

で以上にスマートフォンに対してもソーシャルゲームを提供し、ソーシャル事業全体の収益拡大を図ってまい

ります。 

  

Ｂ．ソーシャルゲーム市場のユーザー数飽和への対応 

 近年、ソーシャルゲーム市場は急速に拡大しており、国内大手SNSプラットフォームである株式会社ディ

ー・エヌ・エーが提供するMobageの会員数は2,917万人（株式会社ディー・エヌ・エー平成24年３月期第１四

半期報告書）、グリー株式会社が提供するGREEの会員数は2,641万人（グリー株式会社平成23年６月期有価証

券報告書）、株式会社ミクシィが提供するmixiの月間ログインユーザー数（１ヶ月１度以上ログインしたユー

ザー数）は1,527万人（株式会社ミクシィ平成24年３月期第１四半期報告書）となっております。当社は、国

内大手SNSプラットフォームを中心にソーシャルゲームを提供しておりますが、国内ソーシャルゲーム市場の

ユーザー数の飽和に迅速に対応することが重要な課題であると考えております。 

 当社では、このような課題に対して、以下のような取組みを行ってまいります。 

  

ⅰ．ブラウザゲームやMMORPG分野への展開 

 当社では、これまでと同様に、幅広いユーザーを対象としたソーシャルゲームの提供に注力していくこと

に加えて、ユーザー数は少ないものの、ユーザーあたりの課金額や課金率が高く、高い収益性が見込まれる

ブラウザゲーム（注１）や、MMORPG（注２）といった分野への拡大も図ってまいります。 

注１．ブラウザゲームとは、ゲーム専用のソフトウエアをダウンロード又はインストールする必要がな

く、インターネットに接続できる環境であればどこでも気軽に遊ぶことができる利点があります。

当社はすでにキャプテン翼等のブラウザゲームを提供しております。 

注２．MMORPGとは、Massively Multiplayer Online Role-Playing Gameの略で、「多人数同時参加型

オンラインRPG」と訳されるオンラインゲームの一種であり、コンピューターRPGをモチーフとした

２．経営方針
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ものを指します。 

  

ⅱ．ソーシャルゲーム以外のアプリ提供 

 当社は、今後もソーシャルゲームの提供を行ってまいりますが、ソーシャルゲーム以外のソーシャルアプ

リも提供していくことによって、ソーシャル事業全体のさらなる収益拡大を図ってまいります。 

  

ⅲ．海外SNSプラットフォームへの展開 

 当社は、引き続き国内大手SNSプラットフォームへのソーシャルゲーム提供を行ってまいりますが、あわ

せて海外SNSプラットフォームに対してもソーシャルゲーム提供等を行うことで、さらなる収益の拡大を図

ってまいります。 

  

Ｃ．自社プラットフォームの構築 

 当社は、国内大手SNSプラットフォーマーを中心として複数のプラットフォームに対してソーシャルゲーム

を提供しております。このため当社のソーシャル事業はプラットフォーマーの事業戦略の転換や動向に左右さ

れる傾向にあります。このため、当社と致しましては、これらSNSプラットフォーマーに依存しない自社プラ

ットフォームの構築を手がけてまいります。 

  

② SI事業 

スマートフォンへの対応 

 当社のSI事業は、フィーチャーフォンにおけるコンテンツ市場の拡大と共に業績を拡大してまいりまし

た。現在はスマートフォン市場の拡大と共に、当社のSI案件においてもスマートフォンに関連する案件が増

加しており、このような市場の変化に対応することが重要な課題と認識しております。当社は、すでにスマ

ートフォン関連の案件を受注しておりますが、今後さらに当該案件を拡大させていくことにより、当社のSI

事業の収益拡大を図ってまいります。 

  

③ クラウド＆ライセンス事業 

新製品のローンチ 

 当該セグメントにおける製品は、その寿命が短いものが多いため、新しい製品の企画・開発を継続的に行

い、市場に投入し続けていくことが収益の維持・拡大には必要であると考えており、当社といたしまして

も、このような取り組みを継続的に行ってまいります。 

  

④ 全社的な課題 

Ａ．優秀な人材の確保と組織体制の強化について 

 当社は、今後のさらなる成長のために、優秀な人材の確保及び組織体制の強化が必要不可欠であると認

識しております。 

 人材の確保につきましては、新卒採用に重点を置き、当社の経営方針や企業文化に対して共感する人材

の採用を行う方針であります。 

 また、組織体制の強化につきましては、従業員が最大限のパフォーマンスを発揮できるよう効率的なマ

ネジメントシステムを構築していくとともに、社内勉強会をはじめとして、業務運営に必要なスキルの取

得・向上に努め、組織全体の強化を図ってまいります。 

  

Ｂ．将来の発展を見据えた研究開発・新規事業について 

 当社の事業を取り巻く市場環境や顧客、競合の状況は常に変化を続けており、今後はさらに変化の激し

い事業環境になることが想定されます。このような事業環境においては、不確定要素があるため、将来を

見据えた研究開発や新規事業の創出が重要な課題であると考えております。 

 当社といたしましては、当社の経営方針に則り、中長期の競争力確保につながる研究開発及びノウハウ

の蓄積を継続的に行い、PCやスマートフォン向けの新規事業開発にも取り組み、将来の事業の柱となる製

品やサービスの展開を図ってまいります。 

  

Ｃ．内部管理体制の強化について 

 当社を取り巻く市場環境の変化や多様化及び事業の拡大に伴い、業務運営の効率化やリスク管理のため

の内部管理体制の強化が重要な課題であると考えております。このため、当社といたしましては、内部統

制システムの整備を推進し、経営の公正性・透明性を確保するための体制強化に取り組んでまいります。

具体的には、業務におけるリスクの把握や統制の整備及びコンプライアンス体制の強化、内部監査による
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評価などにより、継続的な成長を支える効率的・安定的な業務運営を行っていく方針であります。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年８月31日) 

当事業年度 
(平成23年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 424,889 721,316

売掛金 591,221 1,214,723

仕掛品 4,687 20,728

原材料及び貯蔵品 94 123

前払費用 45,647 30,207

繰延税金資産 121,314 128,277

その他 4,420 4,110

貸倒引当金 △24,406 △6,076

流動資産合計 1,167,869 2,113,411

固定資産   

有形固定資産   

建物 62,922 21,325

減価償却累計額 △29,819 △12,746

建物（純額） 33,102 8,579

工具、器具及び備品 69,320 69,419

減価償却累計額 △26,961 △45,266

工具、器具及び備品（純額） 42,358 24,152

リース資産 25,920 25,920

減価償却累計額 △6,000 △14,640

リース資産（純額） 19,920 11,280

有形固定資産合計 95,381 44,011

無形固定資産   

ソフトウエア 7,889 98,008

その他 657 657

無形固定資産合計 8,546 98,665

投資その他の資産   

出資金 600 600

破産更生債権等 － 240

長期前払費用 465 690

繰延税金資産 27,070 87,522

敷金及び保証金 206,964 174,264

貸倒引当金 － △240

投資その他の資産合計 235,101 263,077

固定資産合計 339,029 405,755

資産合計 1,506,899 2,519,166
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年８月31日) 

当事業年度 
(平成23年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 135,938 138,417

短期借入金 200,000 －

1年内償還予定の社債 66,000 35,000

1年内返済予定の長期借入金 － 66,400

リース債務 8,520 8,901

未払金 106,227 135,345

未払費用 30,889 9,592

未払法人税等 4,968 467,176

未払消費税等 19,167 76,601

前受金 61,791 72,895

預り金 15,267 11,507

賞与引当金 53,877 62,557

流動負債合計 702,649 1,084,396

固定負債   

社債 35,000 －

長期借入金 － 117,000

リース債務 11,700 2,798

その他 3,568 9,800

固定負債合計 50,268 129,598

負債合計 752,917 1,213,995

純資産の部   

株主資本   

資本金 583,250 583,850

資本剰余金   

資本準備金 280,215 280,815

資本剰余金合計 280,215 280,815

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △109,483 440,505

利益剰余金合計 △109,483 440,505

株主資本合計 753,981 1,305,170

純資産合計 753,981 1,305,170

負債純資産合計 1,506,899 2,519,166
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

売上高 2,953,315 5,664,942

売上原価 1,785,692 3,385,912

売上総利益 1,167,622 2,279,029

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  1,017,057 ※1, ※2  1,317,311

営業利益 150,564 961,717

営業外収益   

受取利息 224 110

その他 0 －

営業外収益合計 225 110

営業外費用   

支払利息 3,831 3,556

社債利息 1,254 627

支払補償費 13,329 －

寄付金 － 6,000

その他 990 493

営業外費用合計 19,406 10,678

経常利益 131,383 951,149

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 18,090

特別利益合計 － 18,090

特別損失   

固定資産除却損 ※3  1,275 ※3  19,473

事務所移転費用 ※4  5,399 －

過年度給与等 6,160 －

抱合せ株式消滅差損 889 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,958

その他 167 －

特別損失合計 13,892 29,432

税引前当期純利益 117,490 939,807

法人税、住民税及び事業税 1,438 457,233

法人税等調整額 △93,535 △67,415

法人税等合計 △92,096 389,818

当期純利益 209,587 549,989
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※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

  

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  

 ３．原価計算の方法 

 当社の原価計算は、実際原価による個別原価計算であります。 

  

売上原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    7,270  0.4  16,309  0.4

Ⅱ 労務費    572,845  31.0  899,951  24.2

Ⅲ 経費 ※１  1,266,334  68.6  2,805,879  75.4

当期総製造費用    1,846,450  100.0  3,722,139  100.0

期首仕掛品たな卸高    51,089  4,687

合計    1,897,540  3,726,827

期末仕掛品たな卸高    4,687  20,728

他勘定振替高 ※２  107,159  320,186

当期売上原価    1,785,692  3,385,912

項目 
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

外注費 千円 458,058 千円 619,439

サーバ管理費 千円 228,518 千円 299,878

ライセンス使用料 千円 106,279 千円 203,975

支払手数料 千円 193,013 千円 1,310,875

賃借料 千円 106,599 千円 125,471

項目 
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

研究開発費 千円 78,417 千円 194,689

ソフトウエア仮勘定 千円 9,427 千円 109,015

広告宣伝費 千円 14,158 千円 14,684

その他 千円 5,156 千円 1,796

合計 千円 107,159 千円 320,186
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 583,250 583,250

当期変動額   

新株の発行 － 600

当期変動額合計 － 600

当期末残高 583,250 583,850

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 280,215 280,215

当期変動額   

新株の発行 － 600

当期変動額合計 － 600

当期末残高 280,215 280,815

資本剰余金合計   

前期末残高 280,215 280,215

当期変動額   

新株の発行 － 600

当期変動額合計 － 600

当期末残高 280,215 280,815

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △319,070 △109,483

当期変動額   

当期純利益 209,587 549,989

当期変動額合計 209,587 549,989

当期末残高 △109,483 440,505

利益剰余金合計   

前期末残高 △319,070 △109,483

当期変動額   

当期純利益 209,587 549,989

当期変動額合計 209,587 549,989

当期末残高 △109,483 440,505

株主資本合計   

前期末残高 544,394 753,981

当期変動額   

新株の発行 － 1,200

当期純利益 209,587 549,989

当期変動額合計 209,587 551,189
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

当期末残高 753,981 1,305,170

純資産合計   

前期末残高 544,394 753,981

当期変動額   

新株の発行 － 1,200

当期純利益 209,587 549,989

当期変動額合計 209,587 551,189

当期末残高 753,981 1,305,170
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 117,490 939,807

減価償却費 35,338 52,846

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,864 △18,090

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,860 8,679

受取利息及び受取配当金 △224 △110

支払利息 3,831 3,556

社債利息 1,254 627

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 889 －

固定資産除却損 1,275 19,473

事務所移転費用 5,399 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,958

売上債権の増減額（△は増加） △269,398 △623,501

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,436 △16,068

仕入債務の増減額（△は減少） △13,513 2,479

未払金の増減額（△は減少） △25,227 30,367

未払消費税等の増減額（△は減少） 5,482 57,433

その他 9,870 8,301

小計 △77,089 475,762

利息及び配当金の受取額 224 110

利息の支払額 △5,971 △4,441

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,759 △136

営業活動によるキャッシュ・フロー △85,596 471,295

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △80,257 △2,609

無形固定資産の取得による支出 △8,646 △90,991

敷金及び保証金の回収による収入 304 8,654

敷金及び保証金の差入による支出 △69,488 －

関係会社株式の取得による支出 △1,000 －

その他 △100 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △159,188 △84,946

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 300,000 300,000

短期借入金の返済による支出 △300,000 △500,000

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 － △16,600

社債の償還による支出 △66,000 △66,000

リース債務の返済による支出 △5,698 △8,520

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 1,200

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,698 △89,920
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成22年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年９月１日 
 至 平成23年８月31日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △316,484 296,427

現金及び現金同等物の期首残高 741,216 424,889

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 156 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  424,889 ※1  721,316
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該当事項はありません。 

  

継続企業前提に関する注記
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重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1）仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。 

(1）仕掛品 

同左 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用し

ております。 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 平成19年３月31日以前に取得した

ものについては旧定率法を、平成19

年４月１日以降に取得したものにつ

いては定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物        10～15年 

工具、器具及び備品 ４～６年 

(1）有形固定資産 

（リース資産を除く） 

同左 

  (2）無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（２年又は５年）に基づいて

おります。 

(2）無形固定資産 

（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(3）リース資産 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち、当期に帰属する部

分の金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

５．収益及び費用の計上基準 受注制作のソフトウエアに係る収益の計

上基準 

 当事業年度末までの進捗部分につい

て、成果の確実性が認められる契約につ

いては、工事進行基準（ソフトウエア開

発の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の契約については工事完成基準を

適用しております。 

受注制作のソフトウエアに係る収益の計

上基準 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

（工事契約に関する会計基準） 

 受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準について

は、従来、検収基準を適用しておりましたが、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月

27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当事業

年度より適用し、当事業年度に着手した契約から、当事業

年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

契約については、工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については工

事完成基準を適用しております。 

 なお、当事業年度においては、この変更に伴う売上高及

び損益に与える影響はありません。 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 

平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第

７号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成20年12月26日）が平成22年４月１日以後

開始する事業年度において最初に実施される企業結合及び

事業分離等から適用されることに伴い、平成22年４月１日

以後実施される企業結合及び事業分離等について、当事業

年度よりこれらの会計基準等を適用しております。 

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

（資産除去債務に関する会計基準）   

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ14,086千円

減少し、税引前当期純利益は24,044千円減少しておりま

す。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年８月31日） 

当事業年度 
（平成23年８月31日） 

１．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入実行残高等は次の

とおりであります。 

１．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入実行残高等は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額 千円500,000

借入実行残高 千円100,000

差引額 千円400,000

当座貸越極度額 千円500,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円500,000

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は ％でありま

す。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

14

86

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は ％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は ％でありま

す。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

23

77

役員報酬 千円83,349

給料手当及び賞与 千円306,364

賞与引当金繰入額 千円21,691

貸倒引当金繰入額 千円7,864

減価償却費 千円2,650

研究開発費 千円78,417

広告宣伝費 千円172,363

賃借料 千円55,050

役員報酬 千円102,499

給料手当及び賞与 千円347,211

賞与引当金繰入額 千円18,178

減価償却費 千円2,399

研究開発費 千円194,689

広告宣伝費 千円290,161

賃借料 千円44,357

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

千円 78,417

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

千円 194,689

※３．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 千円95

ソフトウエア 千円1,179

建物 千円19,294

工具、器具及び備品 千円179

※４．事務所移転費用の内容は、次のとおりであります。   

建物の除却損 千円2,139

工具、器具及び備品の除却損 千円59

原状回復費用 千円3,200
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前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年９月１日 至 平成23年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加事由は、以下の通りであります。 

平成23年２月 新株予約権の行使に伴う増加  8株 

平成23年４月 株式分割に伴う増加  4,665,297株  

  

２．自己株式に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

  

（株主資本等変動計算書関係）

  前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式（株）  15,595  －  －  15,595

  前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普通株式（株）  15,595  4,665,305  －  4,680,900

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成22年８月31日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成23年８月31日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 424,889

現金及び現金同等物 424,889

  （千円）

現金及び預金勘定 721,316

現金及び現金同等物 721,316

 ２．重要な非資金取引の内容 

 当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース

取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ25,920千円

であります。 

  

 ３．合併により増加した資産及び負債の主な内訳 

 合併により増加した資産及び負債の額に重要性が乏

しいため、注記を省略しております。 
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決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

  

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しております。  

  

  

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）及び当事業年度（自 平成22年９月１日 至 

平成23年８月31日） 

 重要性が乏しいため、記載すべき事項はありません。 

  

  

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）及び当事業年度（自 平成22年９月１日 至 

平成23年８月31日） 

 当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

   

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）及び当事業年度（自 平成22年９月１日 至 

平成23年８月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

決算短信における開示の必要性が高くないと考えられるため、開示を省略しております。  

  

  

決算短信における開示の必要性が高くないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

  

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）及び当事業年度（自 平成22年９月１日 至 

平成23年８月31日）  

該当事項はありません。  

  

  

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日）  

決算短信における開示の必要性が高くないと考えられるため、開示を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成22年９月１日 至 平成23年８月31日） 

該当事項はありません。  

  

  

決算短信における開示の必要性が高くないと考えられるため、開示を省略しております。  

  

（リース取引関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

（持分法損益等）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）
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当事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、ソーシャルアプリと自社コンテンツを提供するソーシャル事業、コンシューマ向けコンテンツ

の提供を行う顧客に対して、大規模システムのインテグレーションを行うSI事業、大規模・高負荷対応イ

ンフラ「DSAS（ディーサス）」（以下、「DSAS」という。）サービスの提供と当社で受託したシステム・

コンテンツサイト・共同コンテンツサイトの運営を行うホスティング事業と当社が培った技術やノウハウ

を製品化し、ソフトウエアパッケージやアプリケーションサービスとして提供するライセンス事業から構

成されるクラウド＆ライセンス事業を主たる事業としております。 

 したがって、当社は、提供する製品・サービスを基礎とした事業別のセグメントから構成されており、

「ソーシャル事業」「SI事業」「クラウド＆ライセンス事業」の３つの報告セグメントに分類しておりま

す。 

各セグメントに属するサービスの種類は、以下のとおりであります。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成21年９月１日 至 平成22年８月31日） 

 （注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、広告販売代理収入等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しているため、差異調整は行っておりません。 

３．セグメント資産、負債その他の項目の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討

の対象となっていないため、記載しておりません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント 事業の内容 

ソーシャル事業 ソーシャルゲーム、ソーシャルアプリ、その他自社コンテンツの提供 

SI事業 
コンシューマ向けコンテンツの提供を行う顧客に対する大規模システム

のインテグレーション 

クラウド＆ライセンス事業 
クラウドサービス、ソフトウエアパッケージ、アプリケーションサービ

スの製品販売 

  （単位：千円）

  
報告セグメント 

その他 
（注）１  

損益計算書計
上額（注）２ソーシャル事

業 
SI事業 

クラウド＆ラ
イセンス事業

計 

売上高   

外部顧客への売上高  809,984 1,396,735 740,508 2,947,228  6,086 2,953,315

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 － － － －  － －

計  809,984 1,396,735 740,508 2,947,228  6,086 2,953,315

セグメント利益又は損失（△）  91,233 744,105 338,182 1,173,521  △5,898 1,167,622
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当事業年度（自 平成22年９月１日 至 平成23年８月31日） 

 （注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、広告販売代理収入等を含んでおり

ます。 

２．セグメント利益は、損益計算書の売上総利益と一致しているため、差異調整は行っておりません。  

３．セグメント資産、負債その他の項目の金額は経営資源の配分の決定及び業績を評価するための定期的な検討

の対象となっていないため、記載しておりません。  

   

当事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。   

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％超であるため、記載を

省略しております。   

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  

当事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日） 

該当事項はありません。  

  

  

当事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日） 

該当事項はありません。  

  

  

当事業年度（自  平成22年９月１日  至  平成23年８月31日） 

該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

 当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。  

  

  （単位：千円）

  
報告セグメント 

その他 
（注）１  

損益計算書計
上額（注）２ソーシャル事

業 
SI事業 

クラウド＆ラ
イセンス事業

計 

売上高   

外部顧客への売上高  3,566,800 1,249,277 844,836 5,660,914  4,027 5,664,942

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 － － － －  － －

計  3,566,800 1,249,277 844,836 5,660,914  4,027 5,664,942

セグメント利益又は損失（△）  1,380,955 517,052 381,313 2,279,321  △292 2,279,029

【関連情報】

顧客の名称又は氏名  売上高 関連するセグメント名 

株式会社ディー・エヌ・エー 千円 2,517,507  ソーシャル事業 

グリー株式会社 千円 687,046  ソーシャル事業 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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決算短信における開示の必要性が高くないと考えられるため、開示を省略しております。  

  

  

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

１株当たり純資産額 円48,347.65

１株当たり当期純利益金額 円13,439.39

１株当たり純資産額 円278.83

１株当たり当期純利益金額 円117.53

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株引受権及び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株引受権及び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。 

   当社は、平成23年４月21日付で株式１株につき 株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

300

  １株当たり純資産額 円161.16

１株当たり当期純利益金額 円44.80

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株引受権及び新株予約権の残高はありますが、当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

当期純利益（千円）  209,587  549,989

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  209,587  549,989

期中平均株式数（株）  15,595  4,679,749

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権４種類（新株予約権の

数 個） 

新株引受権１種類（新株引受権の

株式の数 株） 

794

48

新株予約権５種類（新株予約権の

数 個） 

新株引受権１種類（新株引受権の

株式の数 株） 

1,855

14,400
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（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

１．新株予約権の付与 

 当社は、平成22年８月31日開催の取締役会において決

議いたしましたストック・オプションとしての新株予約

権を、平成22年９月１日（割当日）に以下のとおり付与

いたしました。 

新株予約権発行の要領 

① 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

 当社普通株式とし、1,133株とする。 

 なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場

合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調整は、新株予約

権のうち、当該時点で権利行使されていない新株

予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、

調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

 また、当社が他社と合併を行う場合、又は当社

の会社分割を行う場合で、当社が必要と認めた場

合、当社は、合理的な範囲で目的たる株式の数の

調整を行うことができるものとする。 

② 新株予約権の総数 

 1,133個とする。なお、新株予約権１個につき

普通株式１株とする。ただし、上記①に定める調

整を行った場合は、同様の調整を行う。 

③ 新株予約権の払込金額 

 無償とする。 

④ 新株予約権行使時に払込みをなすべき金額 

 新株予約権１個当たりの行使に際して出資され

る財産の価格は１株当たりの払込金額（以下、

「行使価額」という）に新株予約権１個当たりの

目的となる株式数を乗じた金額とする。 

 行使価額は、400,000円とする。 

 なお、新株予約権発行後、以下の事由が生じた

場合は、行使価額をそれぞれ調整するものとす

る。 

ａ．当社が、株式分割又は株式併合を行う場

合、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げるも

のとする。 

調整後 

株式数 
＝ 
調整前 

株式数 
×分割（又は併合）の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

１ 

分割・併合の比率

 平成23年８月23日及び平成23年９月５日開催の取締役会

において、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成23年

９月26日に払込が完了いたしました。 

 この結果、資本金は 千円、発行済株式総数は

株となっております。 

763,475

4,910,600

① 募集方法 ：一般募集 

（ブックビルディング方式に

よる募集） 

② 発行する株式の種類

及び数 

：普通株式    株 229,700

③ 発行価格 ：１株につき    円 1,700

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき    円 1,564

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込

金として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人

の手取金となります。 

⑤ 払込金額 ：１株につき    円 1,309

この金額は会社法上の払込金額であり、平成23年９月

５日開催の取締役会において決定された金額でありま

す。 

⑥ 資本組入額 ：１株につき     円 782

⑦ 発行価額の総額 ：       千円 300,677

⑧ 資本組入額の総額 ：       千円 179,625

⑨ 払込金額の総額 ：       千円 359,250

⑩ 払込期日 ：平成23年９月26日 

⑪ 資金の使途 ：ソーシャル事業を主とした事

業拡大にかかる投資 
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前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

ｂ．当社が、時価を下回る価額で新株式の発行

（新株予約権の行使により新株を発行する場

合を除く）を行う場合、又は、当社が時価を

下回る価格で自己株式を処分する場合は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げるものとす

る。 

 なお、上記算式において「既発行株式数」

とは、当社の発行済株式総数から、当社が保

有する自己株式数を控除した数とし、自己株

式の処分を行う場合には「新規発行」を「自

己株式の処分」、「１株当たりの払込金額」

を「１株当たり処分金額」に、それぞれ読み

替えるものとする。 

ｃ．当社が資本の減少、合併又は会社分割を行

う場合等、行使価額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本減少、合

併又は会社分割の条件等を勘案のうえ、合理

的な範囲で行使価額を調整するものとする。

⑤ 新株予約権の行使により新株発行を行う場合に

おいて増加する資本金及び資本準備金の額 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合に

おいて増加する資本金の額は、会社法計算規則第

17条第１項の定めに従い算出される資本金等増加

限度額の２分の１に相当する金額とし、計算の結

果１円未満の端数を生ずる場合その端数を切り上

げる。資本金等増加限度額から資本金増加分を減

じた額は、資本準備金に組み入れるものとする。

⑥ 新株予約権を行使することができる期間 

平成23年11月27日から平成31年11月26日まで 

⑦ 新株予約権の行使条件 

ａ．新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株

予約権者」という）は、権利行使時において

も、当社の取締役及び使用人の地位にあること

を要するものとする。ただし、当社取締役会が

正当な理由があるものと認めた場合はこの限り

ではない。 

ｂ．新株予約権者が新株予約権の割当時において

当社の重要な取引先及び使用人であった場合、

当社への業績寄与が高いと判断することができ

るときには権利行使を認められるものとする。

ｃ．新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場

合、その相続人は権利行使することができない

ものとする。 

ｄ．新株予約権の質入れその他一切の処分は認め

ない。 

  
  
調整後 
行使価額 

  
  
＝ 

  
  
調整前 
行使価額

  
  
× 

  
既発行

株式数 

  
＋ 

新規発行 
株式数 ×

１株当たり

払込金額 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

ｅ．その他の権利行使の条件については、当社の

株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。 

ｆ．前各号の規定にかかわらず、会社法並びにそ

の関連法規等に抵触しない限り、取締役会の承

認がある場合は、新株予約権者は新株予約権を

行使することができる。 

⑧ 新株予約権の取得及び消却の条件 

ａ．当社が消滅会社となる合併契約が株主総会で

承認されたとき、又は当社が完全子会社となる

株式交換契約の議案若しくは株主移転計画の議

案につき株主総会で承認されたときには、当社

は、新株予約権を無償で取得し、消却すること

ができる。 

ｂ．当社は、新株予約権者が⑦に定める規定によ

り権利行使の条件を欠くこととなった場合、新

株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を無

償で取得し消却することができるものとする。

ｃ．上記ａの規定にかかわらず、当社は、いつで

も、未行使の新株予約権を、無償で取得し消却

することができるものとする。 

⑨ 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、取締

役会の承認を要するものとする。ただし、当社と

新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」において、新株予約権を譲渡してはならな

いことを定めることができる。 
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前事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年９月１日 
至 平成23年８月31日） 

２．株式の分割及び単元株制度の採用 

 当社は、資本政策の一環として、平成23年３月30日の

取締役会において、平成23年４月21日を効力発生日とす

る株式分割を決議しております。また、上記株式分割に

伴い、平成23年４月20日開催の臨時株主総会決議に基づ

き、100株を１単元とする単元株制度を採用いたしまし

た。 

(1）株式分割の割合 

 普通株式の各１株を300株に分割いたします。 

(2）単元株制度の導入 

 普通株式の単元株式数を100株といたします。 

(3）株式分割及び単元株制度の導入の時期 

 平成23年４月21日を効力発生日といたします。 

 なお、当該株式分割が前事業年度の開始の日に行われ

たと仮定した場合の１株当たり情報及び当事業年度の開

始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、

以下のとおりとなります。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。 

前事業年度末 
（平成21年８月31日） 

当事業年度末 
（平成22年８月31日） 

１株当たり純資

産額 
円116.36
１株当たり純資

産額 
円161.16

前事業年度 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年８月31日）

１株当たり当期

純利益 
円20.07

潜在調整後１株

当たり当期純利

益金額 

円－

１株当たり当期

純利益 
円44.80

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益金額 

円－
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